地公部会が2014地方財政確立中央行動を実施－10/29
～約430人が参加し、中央集会と議員要請を行う～
　公務労協地公部会は、10月29日、2014年度の地方財政確立をめざし、中央行動（中央集会、議員要請行動）を行った。中央行動には、全国から約430人が参加、12時から東京・星陵会館で行われた中央集会には、連合と各政党を代表して４人の来賓があいさつに立ったほか、衆参の民主党・社民党国会議員が出席した。

　主催者あいさつに立った永井地公部会議長（全水道委員長）は、「地域を守るのは、私たち地方公務員だ。急速に高齢社会が到来する中で、公共の福祉の増進と、その基盤となる地方財政の確立をしておかなければ、地域住民の生活は守れない。地方６団体も指摘しているように、過去10年間で総額２兆円の地方財源が削減されてきた。私たちは、地方６団体とともに、国会議員要請、政党要請も含めたあらゆる手立てを尽くして、地方財政を守る運動を展開していかなければならない。それぞれの地域での取り組みを進めていただきたい」と訴えた。

　続いて激励あいさつに駆けつけた神津連合事務局長は、「政労使会議の中で、古賀会長は『公務員の賃金カットは一刻も早く本来の形に戻さなければならない。決めた通りに、来年の３月末には特例減額は終了しなければならない』と発言をしていることを改めて申し上げたい。消費増税が行われる一方、公共工事を中心とした５兆円という『額ありき』のばらまきが復活した。各職場で汗をかいている公務員の皆さんこそが、最も真っ当な税金の使い方を分かっているのではないか。働く者の立場や思い、知恵、工夫が活かされるような財政になるよう、本日の要請行動に取り組んでいただきたい」と連帯のあいさつを行った。

　続いて、民主党原口一博ネクスト総務大臣が激励のあいさつに駆けつけ「①国の借金の付け直しを地方に持って来ることは許されない。国と地方の協議の場を作り、地域で働く皆さんの人権を保障することが、公共サービス基本法で謳った大きな理念だ。②公共サービス基本法11条の精神は働く皆さんの権利を保障することだ。公共サービス基本条例を各地域で作り、私たちの権利をしっかりと守ることが重要だ。③ＩＬＯ勧告を踏まえ、公務員の労働三権の回復をめざす。また、非常勤や臨時職員の皆さんに対する今の政府のあり方に対し、民主党は、働く者の権利を保障する立場で厳しく対応していきたい」と決意を述べた。

　また、先日の党首選挙で新たに就任した社民党吉田忠智党首は、「①地方交付税は地方の固有の財源だ。政府が民間企業、経済団体に賃金の引上げを要求する一方で、地方交付税を恣意的に引下げる形で、地方公務員の給与引下げを迫ってきたことは極めて問題で容認はできない。②地方公務員は地域の貴重な守り手だ。いわれのない公務員バッシングが続いていることに対して、忸怩たる思いを抱いている。バッシングにひるまず、跳ね返していくために、公務の実態を国民の皆様に正確に理解してもらう努力を重ねていきたい。また、労働基本権の回復、地方行革を跳ね返すたたかいも皆さんと力を合わせ、全力で取り組みたい」と述べた。

　生活の党鈴木克昌代表代行・幹事長は「様々な住民の声を最も受け止めている地方公務員の皆さんに対して、感謝と敬意を示したい。地域主体、地域主権、地域で働く皆さんが報われる制度に変えていくべく、しっかりと努力をしていきたい」と述べた。

　また、公明党桝屋敬悟政務調査会会長代理は急遽公務のため出席できなくなったが、「本日の集会の趣旨に則り、最大限の努力をさせていただきます」とのメッセージが届けられた。

　次に、藤川地公部会事務局長が地方財政をめぐる情勢報告をし、「①地方交付税総額の実質的な確保、②歳出特別枠の減額を行わないこと、③2014年度地方財政においても巨額の財源不足が見込まれることから、別枠加算の拡充とともに法定率の引上げなどの抜本的対策、④合併特例法による算定特例の段階的終了を踏まえ、新たな財政需要の把握と、小規模自治体に配慮した地方交付税の財政保障機能・財政調整機能の一層の強化、⑤地方公務員給与費の、2014年度予算での完全な復元、⑥地方交付税の算定における『行革努力』『地域経済の活性化の成果』に応じた算定方式の導入を慎むこと、⑦地方税財源の安定的な確保、⑧人事院報告『給与制度の総合的見直し』で示された地域間給与の配分のあり方の見直しを実施しないこと、を柱に掲げ、地方６団体・各政党・財務省・総務省要請を行った。引き続き、取組みを進めていく」と述べた。

　その後、田中地公部会事務局次長の行動提起、永井議長による「団結がんばろう」を行い、参加者は衆議院・参議院議員会館へ移り、議員要請行動を実施した。
PAGE  
- 1 -

